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住民自治協議会に関する市民への周知WG 

現状 見直しの方向性（案）

・住民自治協議
会・区や自治会
の活動の認知度
が低い

・マンション等を
含めた転入者へ
の住民自治活動
の周知が困難

・住民目線によるストーリー立ての
“伝わる” 周知を実施
やさしく（わかりやすく）
おもしろく
深く表現

・漫画キャラクターを起用したＰＲ事
業を住民自治協議会と協働で企画・
展開

・マンション等の入居者・転入者向け
チラシ活用による自治会加入促進

・市街地の新設大規模マンションへ
の事例を横展開

資料４
R6.11.25 長野市都市内分権審議会

住民自治リフレッシュプロジェクト ワーキンググループの取組について

４コマ漫画
長年、地方紙に掲載された
親しみやすいキャラクター

キャラクターを通した「住民目線」の
各種ストーリー

＜各種媒体の活用＞
チラシ、冊子、ＳＮＳ、動画、

イベント・・・
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地域福祉ワーカー・生活支援コーディネーター業務WG

現状 見直しの方向性（案）

【関
連

選
択
13
】
地
域
福
祉
推
進
事
業

地域福祉ワーカーと兼務の生活支援コーディネー
ターを住民自治協議会が雇用し、地域福祉を推進
する場合に市が補助金を交付するもの

① 地域福祉ワーカー ８０５千円/年

長野市単独事業
地域の支えあい活動の創出・担い手の育成等

② 生活支援コーディネーター 1,495千円/年、
活動経費 200千円/年

介護保険事業
介護保険法に定める生活支援体制整備の推進

・専門性の高い福祉業務が負担

① 地域福祉ワーカー

・高い専門性を要する生活支援コーディネーター
業務を除外

・本来の地域福祉ワーカー業務も専門性を含むた
め、市が責任をもって地域福祉を推進する体制へ
の移行を検討

・既に住民自治協議会に定着しているため、移行
期間を設けながら、住民自治協議会と調整

② 生活支援コーディネーター

・市が本来の業務に適した地域包括支援セン
ターへ委託

・地域との連携を深める仕組みづくりを徹底
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委員等推薦に関する事務WG

現状 見直しの方向性（案）

【必
須
事
務
02
】民
生
委
員
・児
童

委
員
候
補
者
の
推
薦

準備会を設置し、地区ごとに候補者を推薦 現行どおり

ただし、
・現行制度の改善に向けた国への要望を継続
・市独自の基準や活動の目安等を住民自治
協議会や区長・自治会長とも共有し、候補者
の推薦につなげる。
・最近の国の動向等踏まえた見直しを図る。
・欠員のある地区への支援策を検討する。

③

【個
別
・臨
時
01
】
人
権
擁
護
委
員
の
推
薦

②

【関
連

必
須
11
】
人
権
教
育
・啓
発
活
動
の
実
施

①

【必
須
事
務

03
】
人
権
教
育
推
進
員
の
配
置

① 人権教育推進員の配置
住民自治協議会に「人権教育推進員」の
配置を依頼

② 人権教育・啓発活動の実施
住民自治協議会に人権教育・啓発活動の
実施を依頼

③ 人権擁護委員の推薦
住民自治協議会に候補者の推薦を依頼

① 住自協への依頼を廃止
・人権関係団体等と連携し研修講師のリスト
を作成し、地区等からの人権研修企画など
の相談に対して、市が助言・講師派遣による
支援を行う。

② 事業実施方法の見直しの検討
・各地区の状況を調査しそれぞれの地区に
合った実施方法を検討

③ 候補者を市で選定
・適切な候補者が見つからない場合は地域
に相談する。
・地区外からの選定も可とする。
（本件は住民自治協議会に説明済み）

要綱・運用基準等(市独自）の見直しを実施

・委員推薦準備会要綱における委員定数減

・委員選任基準における年齢制限撤廃

・活動の目安と考え方に関するＱ＆Ａの作成
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募金に関する事務・地域福祉支援のあり方WG

現状 見直しの方向性（案）

③

【関
連

選
択
16
】
③

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
の
実
践
事
業

②

【必
須
事
務

20
】
②

共
同
募
金
の
取
り
ま
と
め

①

【必
須
事
務
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】
①

日
赤
活
動
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の
取
り
ま
と
め

① 日赤活動資金の取りまとめ

・毎年5月を強調月間として支援者からの日赤
活動資金を取りまとめるもの

② 共同募金の取りまとめ

・毎年10月から共同募金の周知と取りまとめを
行うもの

③ 福祉のまちづくりを進めるための実践事業

・共同募金等を原資として、市社協が補助制度
を設け実施しているもの

・細かく要件・実施主体等が定められており、地
域の自主性を発揮しにくいことに加え、申請・報
告事務が煩雑

①② 日赤活動資金・共同募金の取りまとめ

・日赤活動資金と共同募金の取りまとめは、必須
事務から除外し、募金の実施方法等を本来の実
施主体である募金委員会で議論する。

（参考）
・募金を区費から出すこと、区費と一緒に集める
と自体は問題がなく、そこに任意性が担保され
ているかが重要

・住民の理解が重要で、募金の使途の更なるＰＲ
が必要

③ 福祉のまちづくりを進めるための実践事業

・地域の自主性を発揮し、事務負担の軽減を図る
ため、福祉助成金の一括交付金化を視野に入れ、
助成方式の簡素化を進める。

・令和７年度から、「申請・実績報告の簡素化」と
「助成メニューの集約・再編」を試行し、検証を開
始する。


